大学病院へのオープンブック・マネジメント適用と課題　――横浜市立大学附属病院「経営改善プロジェクト」をケースとして―― by 黒木 淳 & 田中 利樹
59
横浜市立大学論叢社会科学系列　2018：Vol.70　No.1
１．はじめに
　かつて「白い巨塔」として社会的関心を集めた大学病院はいま、高度医
療の拠点として機能を強化することが社会から期待される一方で，持続可
能な病院経営をおこなわなければならないという，これまでとは明らかに
異なる社会環境におかれている1。厚生労働省や文部科学省の政策の一環
として大学病院において医療ガバナンスとして病院長によるトップマネジ
メントが強化される一方で，病院経営に関する権限を各診療科にうまく委
譲し，各診療科が主体となって病院経営を推進しなければ大学病院は持続
可能な経営をおこなうことはできない。トップマネジメントの強化と各診
療科への権限移譲という2つの矛盾する方策の達成は，大学病院にとって
必要な、しかし困難である課題といえるであろう。
　本稿の目的は，横浜市立大学附属病院（以下，附属病院と記す）におけ
る 経 営 改 善 の 取 組 み を オ ー プ ン ブ ッ ク・ マ ネ ジ メ ン ト（open-book 
management: 以下，OBMと記す）の観点から考察することである。OBM
とは，財務諸表（book）をはじめとする経営情報について従業員に積極的
に開示することによって，経営者と従業員のあいだの情報の非対称性を緩
和し，各従業員に対して経営や連携意識を向上させ，エンパワーメント
（empowerment）することをいう（Case 1996, 1997）2。附属病院の経営改
大学病院へのオープンブック・マネジメント適用と課題
―横浜市立大学附属病院「経営改善プロジェクト」をケー スとして―
黒　木　　淳・田　中　利　樹
1 正確には「大学附属病院」であるが，本稿では「大学病院」と称する。後述す
るように，本稿で取り扱う横浜市立大学附属病院を「附属病院」と称するため，読
者を誤導しないためである。
2 OBM は 1983 年に Springfield ReManufacturing Corporation の経営者 Jack Stack
によって確立したといわれる。OBM の特徴は菅本（2006a, 2006b）を参照されたい。
横浜市立大学論叢社会科学系列　2018：Vol.70　No.1
60
善に関する取組みでは，関係者のあいだではOBMと認識していないもの
の，診療科ごとに多職種間で互いにパートナーとしての意識を強め，各診
療科の経営意識を向上させたという，きわめてOBMに近いアイデアのも
とで経営改善がおこなわれていた3。
　理論上は従業員に対して業績指標にもとづく適切なインセンティブが設定
され，業績情報の非対称性が経営者と従業員のあいだで緩和されたならば，
従業員は業績の向上をめざして行動するはずである。しかし，非営利組織
である医療機関に管理会計システム，とりわけ業績管理を取り入れる場合，
一般に，業績測定は困難であり，また異なる目標にコミットする専門職の存
在によってコンフリクトが生じる可能性がある（Abernethy and Stoelwinder 
1995; Broadbent et al. 2001; Fischer and Ferlie 2013; 藤原 2014）。したがって，
医療機関においては，経営成績とは異なる目標にコミットする専門職や，ア
ウトカムが不明瞭な業績評価に配慮したアプローチが必要である4。
　本稿は，2016年度から2017年度にかけて，参与観察，あるいは経営改
善に実際に介入した結果，それに加えて取組み内容の詳細情報を得るため
に2018年3月に実施した15名301分のインタビュー調査の結果から，附属
病院における経営改善の取組みをケースとしてあつかう5。附属病院では
2017年5月に「経営改善プロジェクト」が立ち上がり，本プロジェクトか
ら発信された「10の提言」を中心に経営改善に向けた取組みがおこなわ
3 後述するように，OBM は管理会計研究において新たな技法ではないが，あくま
で本稿のケースを解釈するためにもっとも有用であると考えられたため，本稿で紹
介している。
4 医療機関における管理会計システムについては藤原（2014）を参照されたい。
藤原（2014）は医療機関に管理会計システムを導入する場合の課題と展望につい
て先行研究レビューを通して明らかにしている。
5 本稿は OBM 適用に関する社会実験，あるいはアクション・リサーチとしてとら
えることができるかもしれない。しかし，あくまで経営改善プロジェクトの主体は
附属病院の医療従事者や事務職員であり，研究者が経営改善に介入した程度は少
ない。とりわけ業績の向上は OBM に近いアイデアで附属病院を先導した医療従事
者や事務職にもとづくところが大きい。したがって，本稿は主にインタビュー調査
および参与観察に大部分を依拠している。
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れた。本プロジェクトではさまざまな取組みが実施されたが，その中心に
は医師，看護職，事務職のあいだで財務情報および非財務情報が開示され，
積極的に情報が活用されることによって，各診療科がより自発的に経営に
ついて考察する環境が整備されたこと，まさにOBMの取組みがあった。
　本稿でとりあげる附属病院のケースでは，ミニ・プロフィットセンター
やアメーバ経営で強調される現場，ここでは診療科ごとの「創意工夫」（谷 
2009）をもたらす経営改善プロジェクトが実施された。その結果，多職
種間，組織階層間で経営成績に関する情報の非対称性が緩和され，業績の
向上がみられた。この取組みは，OBMに近いアイデアで実施されたが，
高度なプロフェッション（profession）が集まる大学病院の特徴を考慮した，
コンフリクトをおこさない配慮やミドルマネジメントによる調整など，
OBMにとらわれない工夫が取り入れられた6。加えて，診療科ごとの連携
も促進し，医療安全や教育研究活動など，それ以外の活動にも効果がみら
れた。多くの大学病院が赤字である厳しい経営環境にあるなかで，経営情
報を診療科に開示するOBMの観点から附属病院の取組みを解釈すること
によって，病院経営に対して知見を提供することが本稿の貢献である。
　本稿の構成は次のとおりである。第2節ではOBMとは何かについて述べ
る。第3節では，参与観察やインタビュー調査を組み合わせたリサーチ・
デザインを提示する。第4節では，ケース・スタディとして附属病院の概
要と「10の提言」を示した経営改善プロジェクトの取組みについて記述
する。第5節では附属病院のケースをOBM導入とみなし，課題について考
察する。第6節では結論と残された課題について述べる。
２．OBMとは
　OBM は，会計帳簿（book）を内部の従業員に向けて開示（open）する
ことによって，従業員に権限付与し，業績向上をめざす経営（management）
6 病院経営改善におけるミドルマネジメントの役割については，井上・藤原（2016）
や藤原・井上（2013）を参照されたい。
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のことを意味し，「それぞれが互いを仕事のパートナーと考えていること」
および「従業員にエンパワーメントされている」（Case 1996, 1997）とい
う特徴がある。OBMでは従業員が経営指標などを用いて自発的に動くこ
とが想定されており，会計情報の開示・共有，リテラシー教育，従業員へ
のエンパワーメントおよび経営活動の参加，報酬制度の構築という4つの
方策に区分することが可能である（三浦 1999; 菅本 2006a）。
　第1に，OBMにおける会計情報の開示・共有という方策において，会計
情報あるいは帳簿（book）とは，会計情報に限らず，業績管理指標全般を
意図している。すなわち，開示される経営指標は財務情報に限定されず，
財務情報と関連のある非財務情報も含まれる7。これらの情報について適
時性をもって従業員全員に開示しなければならないとされる。第2に，
OBMでは，従業員が自社の財務状況を理解できるための教育も合わせて
実施される。また，従業員に対して，各人の仕事がどのように財務成果に
影響をおよぼしているのか提示することが必要である。第3に，従業員が
自主的に行動できるよう，また従業員が実績を検討しながら責任を果たす
ようにエンパワーメントされることが求められる。最後に，得られた成果
に応じて従業員が満足できるように報酬を与えることが必要である（菅本 
2006a, 2006b）8。
　ただし，OBMは業績管理を用いて従業員を権限委譲することが目的で
ある点で，管理会計技法において決して新しいものではない。日本的管理
会計ではミニ・プロフィットセンターに共通点が多い（吉田ほか 2015）。
ミニ・プロフィットセンターとは，小集団利益管理システムのひとつであ
り，組織や人の活性化を誘発するエンパワーメントのシステムのひとつで
7 財務情報と非財務情報の関連性の点で三浦（1999）は OBM とバランスト・ス
コアカード（Balanced Score-Card: BSC）との連携について議論している。OBM は
財務情報や非財務情報に限らず，従業員に対して開示し，エンパワーメントを促す
ことに力点があり，戦略とのつながりや業績管理に焦点をおく BSC とは異なると考
えられる。
8 4 つ以外に，菅原（2006b）では「遊び心」がもつ創意工夫への影響も指摘され
ている。
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ある（たとえば，岡田 2003; 谷 2009）。また，アメーバ経営においても
OBMは近い実践例として扱われることがある（菅本 2006a）9。
　このように，OBMは経営者に偏在していた業績情報を従業員に提供す
ることによって，業績情報に関する経営者と従業員とのあいだの非対称性
を緩和させることによって，従業員の行動を変容させるねらいがある。こ
のような従業員の行動はインセンティブによって経営者が期待するように
方向づけることが可能である。経営者が持つ業績情報を従業員に開示し，
目標達成に向けて動機づけることによって，従業員がエンパワーメントさ
れた場合，業績向上が期待できるであろう。
３． リサーチ・デザイン
　本稿は大学病院におけるOBM適用の課題について考察する。大学病院
ではその多くが「高度の医療の提供、高度の医療技術の開発及び高度の医
療に関する研修を実施する能力等を備えた病院」としての特定機能病院に
認定され，地域医療の最後の砦としての役割を果たしている。しかし，全
国医学部長病院長会議（2015）によると，「1年前と比べて貴病院の全般
的状況についてどのように感じていますか」という問いに対して66%の大
学病院が「少し悪くなっている」，あるいは「悪くなっている」と回答し
ている。特定機能病院として高度医療を提供しながら教育研究にも力を注
がねばならず，消費税増税や診療報酬の改定などによって大学病院は厳し
い経営環境におかれている。高度医療を提供するとともに，医局による人
材育成および研究活動を推進する大学病院は，医療ガバナンスによる管理
者のリーダーシップが必要な一方で，診療科ごとに権限委譲をおこなうと
9 そのほかに OBM に関連する研究として，オープンブック会計（open book 
accounting）としてはバイヤー - サプライヤー関係において会計情報を共有する組
織間管理会計において先行研究がみられる。
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いう困難な課題の解決が社会から期待されている10。
図表1 附属病院の業績推移
　 H24 H25 H26 H27 H28 H29
運営費交付金収益 2,428,521 2,091,217 2,289,465 2,383,807 2,367,165 2,645,944
附属病院収益 20,584,114 20,994,231 21,782,720 22,309,105 22,336,533 23,524,268
外部資金 161,243 185,081 188,153 157,256 147,016 166,462
その他 692,275 739,961 730,618 820,610 931,658 1,037,408
業務収益 23,866,155 24,010,492 24,990,958 25,670,780 25,782,373 27,374,083
教育経費 66,150 72,298 67,453 78,685 72,274 76,011
研究経費 42,406 53,965 51,229 115,119 83,414 52,075
診療経費 12,592,120 12,860,315 13,328,419 13,991,243 14,198,345 14,649,792
受託研究費 150,817 174,787 171,183 154,396 146,665 164,325
人件費 10,409,527 10,418,901 10,899,576 11,413,464 11,787,263 12,203,551
一般管理費 166,349 181,919 146,352 141,876 152,020 164,042
財務費用 34,422 32,664 32,578 30,628 27,350 19,612
雑損 16,942 2,148 2,647 15,413 4,843 2,032
業務費用 23,478,736 23,797,000 24,699,440 25,940,827 26,472,176 27,331,443
業務損益（経常利益） 387,419 213,491 291,517 -270,047 -689,803 42,640
（注）単位: 千円
（出所）各年度公立大学法人横浜市立大学財務諸表における附属明細書から筆者作成。
　本稿の対象となる附属病院もそのような大学病院をとりまく厳しい社会
環境におかれている。附属病院は公立大学法人横浜市立大学に属する病院
であり，横浜市金沢区福浦に所在する11。人口370万人を超える横浜市だ
10 大学病院におけるガバナンスに関しては，医療安全の問題から議論が進んでい
る。とりわけ大学附属病院等の医療安全確保に関するタスクフォース（2015）にお
いて，大学病院における医療安全に対して管理者が果たす責任が検討されている。
さらに，大学附属病院等のガバナンスに関する検討会（2016）において，マネジメ
ントも含めたガバナンスについて管理者の責任とサポート体制の整備の必要性が示
されている。このように，医療安全やマネジメントの両側面からも医療ガバナンス
は重要な論点であろう。
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けでなく，患者は横浜市南部に加えて横須賀市，三浦市，逗子市，鎌倉市
などから来院する。加えて，神奈川県域の二次医療圏にも関連病院を多く
抱え，地域医療を支える最後の砦としての特定機能病院である。しかし，
附属病院は，全国の傾向と同様に，2015年度決算で経常利益が赤字に転
落し，2016年度も2カ年連続で赤字という厳しい経営環境にあった（図表
1参照）。収益と利益の点では，患者が増えている一方で，診療経費と人件
費がそれ以上に増加したことから，増収減益という厳しい状況であり，企
業会計上の利益剰余金に近い概念である積立金が底をつく可能性が懸念さ
れるほど財務状況が悪化していた。
　非営利組織である病院において過度に利益の獲得をめざすことは患者の
利得を減らす可能性もあるが，かといって赤字が続く状況は良いことでは
ない。医療機関における最適な利益水準については，先行研究でも繰り返
し議論され，収支均衡，具体的にはゼロよりもわずかに大きなベンチマー
ク水準に含まれることが望ましいとされ，とりわけ赤字はレピュテーショ
ンコストや負債コストの増大をもたらす（Eldenburg et al. 2011; Hoerger 
1991; Leone and Van Horn 2005; Vansant 2016）。公立大学法人横浜市立大学
のミッションは非営利目的であるが，赤字が続き，当期純利益の蓄積であ
る利益剰余金，あるいは積立金がマイナスになることは望ましい状況では
ない12。実際に，公立大学法人横浜市立大学を対象として横浜市が提示す
る中期目標では，財務改善がひとつの評価項目となっていることからも，
当期純利益や積立金が業績評価指標として機能しているといえる。
　本稿は附属病院を対象として，2016年度から2017年度にかけて経営改
善に取り組み，「経営改善プロジェクト」に携わっていた医療従事者およ
び事務職にインタビュー調査を実施し，またいくつかの会議において参与
11 公立大学法人横浜市立大学は 2005 年に公立大学法人化し，地方独立行政法人
法にもとづいた効率的な経営が横浜市より要求されている。
12 公立大学法人横浜市立大学のミッションは「国際都市横浜と共に歩み、教育・
研究・医療分野をリードする役割を果たすことをその使命とし、社会の発展に
寄与する市民の誇りとなる大学を目指す」ことである。
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観察した結果にもとづいて，大学病院におけるOBM適用の課題について
考察する。実際に，附属病院では，経営改善の取組みによって2017年度
決算において黒字を達成している。具体的に，インタビュー調査は医師管
理職，看護管理職，事務職を含めて15名に対して，半構造的面接法の形
式で合計301分実施した。設問は経営改善の取組みと成果，また今後の課
題という3つを設定した。また，インタビュー調査以外に，病院長や副病
院長，看護部長，事務部長などで構成されるトップマネジメント会議に数
回参加し，参与観察している（図表2参照）13。
図表2　参与観察およびインタビュー調査
日付 対象者 時間（分）
2018年3月20日 医師管理職A 48
事務管理職A・B・C・D・E 73
薬剤師A・B 29
看護師管理職A 29
事務管理職F・G・H・I 64
2018年3月28日 医師管理職B 28
事務管理職J 30
合計 301
（注）インタビュー対象者ごとの時間を分単位で記した結果。
４．ケース・スタディ：附属病院の取組み
４．１ 経営改善プロジェクトの立ち上げと「10の提言」
　2015年度の赤字決算による影響から，2016年から経営改善に関する取
組みがおこなわれていたが，附属病院の経営状況については毎月会議によ
る報告のみであり，情報が散在している状況にあった。また，2016年度
の赤字の主な原因として，年金制度の変更や給与改正による人件費の増加
13 本ケースには研究者自身も一部介入しており，経営改善をめざし，業績評価指
標に関する情報の非対称性を緩和した社会実験としてのアクション・リサーチ（野
村 2017）としてとらえることが可能であるかもしれない。しかし，業績改善におい
て介入の程度は少なく，業績改善は医療従事者や事務職による功績が大きいため，
第 4 節以降は主に参与観察とインタビュー調査にもとづいている。
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や，電子カルテ更新による減価償却費の増加，そして新入院患者数や手術
件数の減少などがあげられていた。
　そのようななかで，2017年5月，医師管理職や看護部管理職，若手・中
堅職員の多職種で構成される「経営改善プロジェクト」が立ち上がった。
それまでは若手・中堅職員による任意参加の「経営基盤の確立に向けた勉
強会」がおこなわれていた。本プロジェクトは，経営危機が大学内で広ま
るなかで，2017年度開始時に理事長や病院長のリーダーシップのもと，
副病院長をプロジェクトリーダーとする公式組織として開始した。病院長
や事務部長が経営改善の調整やフォローに回り，経営改善の推進を経営改
善プロジェクトに明確に権限委譲したことが，公式な組織としての円滑な
開始に寄与したといえる。
図表3 経営改善プロジェクト「10の提言」
No 提言名 内容（例）
1 手術室の効率的な運用
・新たな手術室の有効活用
・手術枠の定期的見直し
2 入院期間Ⅱ日以内の退院の促進
・患者の残日数の情報提供
・診療科ごとの主要な診断群分類の情報提供と改
善提案
・クリニカルパス申請時に在院日数や診療内容を
審査基準に設定
3 差額室料等の料金の見直し ・差額室料の改訂の検討
4 アルファベット病床の効率的な運用
5 収益性や汎用性等を考慮した医療機器の購入 ・購入年度の翌年の振り返りと評価
6 不要な検査の見直し ・検査項目に関する診療科別データの配信
7 人員体制決定プロセスの見直し
・客観的なデータに基づいた適正な人員配置
・根拠資料に基づく費用対効果の厳格な検証
8 医師・看護師等の勤務体制の見直し
・研修医・看護師の働き方の見直し
・労務管理の適正化
9 経営状況の可視化と情報提供の強化
・臨床部長会やトップマネジメント会議における
経営情報データの共有
・診療科ごとの経営指標データの配信
・診療科ごとのDPCデータの配信
・診療情報管理室等による問い合わせ対応
10 インセンティブ制度の創設
・アンケートの実施
・インセンティブ制度の創設
（注）ICU・CCU・HCUの病床をアルファベット病床と呼ぶ。
（出所）「経営改善プロジェクトからの『10の提言』」から筆者作成。
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　経営改善プロジェクトは月1回1時間30分から2時間30分かけておこなわ
れ，各担当者から課題の共有と改善策について検討がおこなわれた。プロ
ジェクトには他の大学病院で経営改善を経験した医療従事者も委員となり，
他の大学病院の事例も参考に行われた。合計7回ものプロジェクト会議によ
る検討結果は，院内数値目標の提示および経営改善プロジェクトによる「10
の提言」として集約され， 2017年8月，全教職員対象のプロジェクト報告会
において公表された（図表3参照）。プロジェクト報告会には170名程度が参
加したことからも，院内における注目度の高さが推察される。
　2017年度における院内数値目標は入院、外来、費用の3点が設定された。
入院では，入院収益の向上を目標とし，新入院患者数，手術件数，平均在
院日数が重要業績指標（KPI: key performance indicator）として設定されて
いる。また，外来における院内数値目標は，新患率の上昇を目標とし，初
診患者数，逆紹介患者数，再診料・処方せん料のみの患者割合がKPIとし
て設定されている。そして，費用における院内数値目標は医薬材料費比率
を大きな目標として，医薬品費比率および診療材料費比率がKPIとして設
定されている。
図表4　「10の提言」による労働時間および業績との関係
 
（注）「経営改善プロジェクトからの『10の提言』」資料から一部修正。
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　一方，「10の提言」には短期的な改善内容から長期的な改善内容までが
含まれている。また，提言1「手術室の効率的な運用」，提言2「入院期間
Ⅱ以内の退院の促進」，提言4「アルファベット病床の効率的な運用」，提
言6「不要な検査の見直し」など，行動目標からインフラや制度改正に関
する目標まで多岐にわたる目標が存在する。10の提言は一般の大学病院
にとって必ずしも新しい提言ばかりではないが，図表4で示したように，
本提言は，医療従事者の負担を増やすのではなく，働き方改革と合わせて
実行している点に特徴がある。すなわち，労働時間を増やすことなく収益
を増やす，あるいは無駄な支出を減らすことに焦点がおかれた。
４．２ 経営情報の開示
　「10の提言」では，医師・看護師・事務職ほかとの多職種連携が協調さ
れるなかで，うまく連携が促進されるように，情報の共有が必要とされた
点がすべての提言に共通していた。とりわけ，提言9「経営状況の可視化と
情報提供の強化」によって，診療科ごとの経営指標について毎月会議体で
報告するだけでなく，電子カルテやイントラネットを通してすべての情報
を医師・看護師などの職種に問わず確認することができるようになった14。
電子カルテ以外にも，収益と直結するDPC入院期間については，毎朝事務
職の担当者から各診療科の医療従事者に個別患者の入院期間に関する情報
が提供されることとなり，2018年2月からは電子カルテ上で常に確認でき
るようになった。図表5で示された経営情報についてトップマネジメント，
事務職，診療科とのあいだの情報の非対称性が緩和されることによって，
診療科ごとに経営改善をおこなう体制が大幅に，また急速に整備された。
　トップマネジメント，事務職，診療科とのあいだの情報の非対称性の緩
和についてはさらなる工夫が存在した。特に「飽きない情報発信、現場を
巻き込む工夫」（事務担当者B）が重視され，月に1度の経営改善プロジェ
クトは課題の関係者に対してヒアリングをおこない，希望者のオブザー
14 イントラネットとは学内ネットワークシステムのことである。
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バー参加を認めていた。また，先述の経営改善プロジェクト報告会におい
て170名程度の病院関係者に附属病院の経営状況や経営改善の方策につい
て主体的に考えることを促している。
図表5　院内目標の一覧
収益向上
入院収益
新入院患者数
手術件数
平均在院日数
外来・新患率
初診患者数
逆紹介患者数
再診料・処方せん料のみの患者割合
費用抑制 医薬材料費比率
医薬品費比率
診療材料費比率
（注）「経営改善プロジェクトからの『10の提言』」資料から一部修正。
　本報告会以外にも，毎月開催される臨床部長会で経営改善プロジェクト
からの報告・依頼が必ず項目として設定され，全教職員向け広報紙「経営
改善プロジェクト通信」が9月から発行された。そこでは経営改善リレー
トークということで、各診療科での経営改善の取組みが紹介された。さら
に，医師による自発的な勉強会が立ち上がった。「会議報告のあとで経営
データを（電子カルテやイントラネットに）掲載すると，問い合わせがあ
ることから，関心を持って見て頂いていると感じています」（事務担当者C）
という指摘があるように，医療従事者からも一定の関心が寄せられている
ようである。
　提言に関連する経営情報はさまざまに開示されている。たとえば，提言
6「不要な検査の見直し」では，外来検査の査定金額上位20項目について
情報共有が図られ，検査の必要性等の考慮について提示されている。同様
に，提言8「医師・看護師等の勤務体制の見直し」では，労働時間につい
て診療科ごとの長時間勤務者割合が公表されている。
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４．３ 現場の創意工夫と権限委譲
　このように，医療従事者は経営情報が容易に入手できるようになったが，
経営情報を現場の医師や看護師が用いるには「クッションのような調整」
（看護師管理職A）が必要である。特に病床稼働については看護師長等に
よって独自に情報が整理され，各病床担当の看護師に説明がなされ，落と
し込みが図られていた。看護部では，「経営情報よりも，加算項目につい
ては現場の看護師が動けるように，ひとつひとつ現場の看護師に丁寧な情
報提供と実施」（看護師管理職B, C, D）を促すことが求められ，不足情報
は看護師管理職によって情報収集し，提供されていた15。このようなミド
ルマネジメントの役割が業績改善に寄与したといえる。
　そのほかにも，2017年度はDPCやレセプト審査の勉強会を合計2回開催
し，各回100名程度の参加があった。このように，経営情報は臨床部長会
で医師管理職に提供されるだけではなく，現場スタッフへの目標の明示と
丁寧な説明による根拠の理解が得られるように，また各スタッフへのやり
がいへとつなげるように，現場の創意工夫があった。たとえば，提言1「手
術室の効率的な運用」では，複数診療科による手術件数増加を実現するた
めに，新たな定時枠の設定や手術枠の見直しがおこなわれた。このような
見直しの実現にあたっては，手術件数枠の毎月報告が経営改善プロジェク
トやトップマネジメント会議，臨床部長会でおこなわれ，また不使用物品・
材料などの無駄をなくす工夫があわせてなされていた。
４．４ インセンティブの設計
　業績改善を持続可能とするためには，経営者が期待する目標の達成度に
対して部門長に適切なインセンティブを設定することが必要である。とり
わけ大学病院では，「教職員のモチベーションの維持・向上」のために，
提言10「インセンティブ制度の創設」が提案された。インセンティブは
15 このようなミドルマネジメントによる調整は「双方向の窓」（井上・藤原 2016） 
といえるかもしれない。
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診療科に対して設計され，2017年11月に全医師を対象としてアンケート
調査がおこなわれた。とりわけ議題になったのは，インセンティブ付与の
ための目標値となる指標の設定についてである。
　アンケートの集計結果は2017年12月の経営改善プロジェクト報告に
よって周知され，2018年3月にインセンティブ付与のための指標が設定さ
れた。インセンティブには，経営への貢献と臨床研究推進という2つの観
点が盛り込まれ，医師1人当たりの手術料・新入院患者数・外来初診患者
数の水準と増加率，DPC入院期間Ⅱの割合、他科手術支援件数、特定臨床
研究の実施件数・論文数などが基準となった。その後，インセンティブと
して，2017年度の実績に応じて，アンケート調査に要望の多かった研究
費として2018年度に配分されることとなった（図表6参照）。
図表6　インセンティブ制度の指標
経営への貢献 臨床研究推進への貢献
内容
(1) 医師一人当たり手術料*
(2) 医師一人当たり新入院患者数*
(3) 医師一人当たり外来初診患者数*
(4) DPC入院期間適正化の割合
(5) 他の診療科手術支援件数
(1) 特定臨床研究の実施件数
(2) 特定臨床研究の論文数
　　（注）*に関する項目は絶対値と増加率で評価している。
　　（出所）「経営改善プロジェクトからの報告（3月）」資料から一部修正。
５．成果と課題に関する考察
５．１　OBM適用による成果
　附属病院経営改善プロジェクトによる「10の提言」の実施において，
OBMに近いアイデアのもとで経営改善を実施した結果，2017年度決算で
は黒字化を達成した（図表1における2017年度業績を参照）。各診療科に
よる取組みによって，入院期間が適正化され，手術件数は増加し，不要な
検査の見直しが進んだことによって，医業収益は増加し，医業費用は低く
抑えられた。
　この背景には，各診療科における構成員の「機運が高まった」（医師管
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理職A）ことがあるが，このような構成員の機運が高まった要因について
は改めて検討が必要であるかもしれない。実際に，インセンティブ付与は
2017年度後期において検討段階にあったことから，構成員は経営目標に
対するインセンティブのために努力をしたわけではない。
　インタビュー調査および参与観察にもとづけば，理事長や病院長のリー
ダーシップによって，また経営改善プロジェクトによって「10の提言」
を進めるプロセスのなかにインセンティブ以外によって経営改善に向け
て努力した要因はあると考えられる。具体的には，附属病院の悪業績が
周知されたこと，また経営情報を開示することによって，大学病院の再
整備，医療機器の更新・導入，新たな教職員の雇用，教育研究への投資
など，将来の資本投資に影響が出る危機感が共有されたことが一因であ
ろう。
　このような「機運の高まり」は，経営情報を積極的に開示することによっ
て，各診療科の構成員における附属病院の将来への期待が修正され，構成
員が大学病院経営に対してエンパワーメントされた状態として解釈するこ
とができよう。これはまさにOBMである。大学病院においてOBMのアイ
デアが適用されたことは筆者が知る限り存在しないが，危機意識を高め，
各診療科をエンパワーメントするという点において有用であったのではな
いかと考えられる。
　加えて，本稿のケースでは，開示された業績情報に対してミドルマネ
ジャーが現場の医療従事者や事務職に対して翻訳する役割の重要性が示唆
された。「機運の高まり」だけではなく，各診療科や病棟においてミドル
マネジメントが適切に業績指標を判断し，現場の医療従事者や事務職に伝
えることによって，業績指標に貢献する行動変容がもたらされた。このよ
うなミドルマネジャーの現場との調整によって附属病院の業績が向上した
のである。
横浜市立大学論叢社会科学系列　2018：Vol.70　No.1
74
５．２　課題と考察
　前項では，ケース・スタディを通して大学病院へのOBM適用の可能性
を提示したが，一方でインタビュー調査のなかで課題も指摘されている。
これらの課題は附属病院でそれぞれの担当者が知覚した課題にとどまら
ず，大学病院へのOBM適用における課題としてとらえることができる。
　第1は，情報提供の継続性についてである。各診療科では，臨床力や専
門性の強化を図りながら，診療単価が上昇した密度の濃い医療を継続する
ことは容易ではない。したがって，引き続き経営改善に向けて自発的に動
くことができるように，またモチベーションが維持できるように，情報提
供を絶えず工夫していくことが求められる。たとえば，症例の多い病態を
持つ患者に対してクリニカルパスの適用率を改善することや，薬剤レ
ビューおよびフォーミュラリーの推進も必要であり，これらに関連する非
財務情報を積極的に開示していくことが考えられる。また，外来から入院
までのオペレーションを整理するにあたっても，関連する業績情報をうま
く利用することが望ましいであろう。さらに，なぜ業績が好調なのか、デー
タにもとづき診療科ごとの分析を進めたうえで，診療科ごとの経営改善に
向けた取組みについてばらつきを是正できるよう各診療科に働きかけるこ
とが必要であるかもしれない。すなわち，大学病院において情報開示の方
法や情報内容について継続的に検討する必要性が示唆されており，OBM
を継続的な取組みにするための仕組みづくりが課題であるといえよう。
　第2は，短期的な業績情報の提供だけにとどまらず，長期的な意思決定
をどのように考慮するかについてである。業績情報の開示による業績向上，
たとえば，OBMは業績管理には適しているかもしれないが，資本予算と
関連した長期的な投資意思決定には不十分であるかもしれない。提言７「人
員体制決定プロセスの見直し」が示すように，医師やメディカルスタッフ
など，投資した人的資源に対して事後レビューを開始することが必要であ
る。医師・メディカルスタッフの適正配置の再検討し，やりがいや余裕を
生むことをめざした取組みが必要であろう。このような場合，OBMでは
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ない異なる方策の採用が望ましいといえる16。
　第3に，大学病院へのOBM適用においては，組織間におけるオープンブッ
ク会計のように，大学病院内だけでなく，大学病院外にも提供すべき情報
が含まれるのかもしれない。たとえば，大学病院には入退院を管轄する部
署の設置等による地域連携に対する取組みが必要となっている。地域医療
の推進に向けては，地域にわかりやすい病院づくりをめざして，地域の医
療機関等に積極的に情報提供が必要である。
　最後は，インセンティブ制度の再検討である。現在は短期的な成果に対
応するように短期的な研究費としてのフィードバックを想定しているが、
持続可能性が問われる大学病院においては，長期的な成果と長期的なイン
センティブを対応させるほうが望ましいかもしれない。長期的なインセン
ティブとしては，医療機器や人的投資が考えられる。また，業績改善は必
ずしも医師だけで実施されたわけではないため，診療科以外の部門への
フィードバックのために新たなインセンティブも検討が課題である。
６．おわりに
　本稿の目的は，附属病院における経営改善の取組みをケースとして，
OBMの観点から考察することであった。附属病院の経営改善に関する取
組みは，きわめてOBMに近いアイデアのもとで経営改善がおこなわれて
いた。附属病院のケースを検討した結果，業績測定が困難であり，異なる
目標にコミットする専門職の存在によってコンフリクトが生じる可能性を
考慮した技法が採用されていたことが示唆された。第1に，本ケースでは，
医師，看護職，事務職のあいだで財務情報および非財務情報が開示され，
各診療科がより自発的に経営について考察する環境が整備され，診療科ご
との「創意工夫」がうながされた。第2に，多職種間，組織階層間で，ミ
16 同時期に横浜市立大学附属市民総合医療センターで実施された業績改善では，
短期的な志向と長期的な志向を組み合わせた方策が採用された。同じ法人内での
取組みではあるが，採用された手法が異なるため，別ケースとして別稿を設けるこ
ととした。
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ドルマネジャーの翻訳の役割が大きく，情報の非対称性が緩和され，業績
の向上がみられたのである。
　このような大学病院へのOBM適用にもとづき，継続性，長期的意思決定と
の連携，組織間での情報共有，インセンティブ制度の設計という課題が示唆
された。長期的な意思決定との連携や組織間での情報共有というような異な
る技法の組み合わせや，インセンティブ制度の設計による動機づけなどによっ
て，業績を絶えず高めていく方策を検討することが必要であろう。
　本稿には課題が残されている。第1に，本稿のケースは附属病院のみに
とどまっており，他の大学病院においても同様の効果が観察されるかにつ
いては明らかでない。あくまで附属病院のおかれた環境がOBMに近いア
イデアを必要としていたにすぎないことが懸念される。第2に，可能な限
り多くの関係者にインタビュー調査を試みたが，診療現場からインタ
ビューしたわけではないため，診療現場では異なるコンテクストが存在す
ることが考えられる。最後に，附属病院が長期的にどのように変容するか
についても観察していくことが課題である。
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